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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量比でＡｌ：２～５％、Ｗ：１７～２５％、Ｃ：０．０５～０．１５％、Ｎｉ：２０
～３５％、Ｃｒ：６～１０％、Ｔａ：３～８％であって、残部が不可避的不純物を除きＣ
ｏの組成を有するＣｏ基合金構造体の製造方法であって、
　前記Ｃｏ基合金構造体は、
　ｆｃｃ構造を有するＣｏ主体のマトリックス相（γ相）と、
　原子比でＣｏ３（Ａｌ，Ｗ）又は〔（Ｃｏ，Ｘ）３（Ａｌ，Ｗ，Ｚ）〕（式中、Ｘ及び
ＺはＣｏ、Ａｌ及びＷ以外の合金成分を示す）のＬ１２構造を有するｆｃｃ構造の金属間
化合物からなり、前記マトリックス相において分散した状態で析出する析出相（γ’相）
と、を有し、
　前記析出相（γ’相）は、粒径が１０ｎｍ以上でありかつ５０ｎｍよりも小さい範囲で
あり、前記析出相（γ’相）の粒子が一様に配置して析出しており、かつ析出量が４０～
８５体積％となるように構成されており、
　前記Ｃｏ基合金構造体の前駆体に対して溶体化処理を施す溶体化処理工程と、
　前記溶体化処理を施した前記Ｃｏ基合金構造体の前駆体に対して時効処理を施す時効処
理工程と、を有し、
　前記時効処理工程は、第１の時効処理工程と、前記第１の時効処理工程の後に実施され
る第２の時効処理工程と、を含み、
　前記第２の時効処理工程の時効温度は、前記第１の時効処理工程の時効温度よりも高く



(2) JP 6952237 B2 2021.10.20

10

20

30

40

50

なるように設定されている、Ｃｏ基合金構造体の製造方法。
【請求項２】
　請求項１に記載のＣｏ基合金構造体の製造方法において、
　前記Ｃｏ基合金構造体は、粉末からなる積層造形体として構成されている、Ｃｏ基合金
構造体の製造方法。
【請求項３】
　請求項１に記載のＣｏ基合金構造体の製造方法において、
　前記Ｃｏ基合金構造体は、粉末からなる粉末ＨＩＰ鍛造体として構成されている、Ｃｏ
基合金構造体の製造方法。
【請求項４】
　請求項１に記載のＣｏ基合金構造体の製造方法において、
　前記Ｃｏ基合金構造体は、鍛造体として構成されている、Ｃｏ基合金構造体の製造方法
。
【請求項５】
　請求項１に記載のＣｏ基合金構造体の製造方法において、
　前記溶体化処理の温度は１１００℃以上であり、
　前記第１の時効処理工程の時効温度は５００～７００℃であり、
　前記第２の時効処理工程の時効温度は６００～８００℃である、Ｃｏ基合金構造体の製
造方法。
【請求項６】
　請求項１に記載のＣｏ基合金構造体の製造方法において、
　前記Ｃｏ基合金構造体の前駆体は、積層造形法により製造される、Ｃｏ基合金構造体の
製造方法。
【請求項７】
　請求項１に記載のＣｏ基合金構造体の製造方法において、
　前記Ｃｏ基合金構造体の前駆体は、鍛造法により製造される、Ｃｏ基合金構造体の製造
方法。
【請求項８】
　請求項１に記載のＣｏ基合金構造体の製造方法において、
　前記Ｃｏ基合金構造体の前駆体は、粉末ＨＩＰ鍛造法により製造される、Ｃｏ基合金構
造体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、Ｃｏ基合金構造体およびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　コバルト（Ｃｏ）基合金は、ニッケル（Ｎｉ）基合金とともに代表的な耐熱合金材料で
あり、超合金とも称されて例えばタービン（ガスタービン、蒸気タービンなど）の高温部
材に広く用いられている。また、Ｃｏ基合金は、Ｎｉ基合金と比べて材料コストが高い一
方、耐食性および耐摩耗性に優れており、固溶強化しやすいという特性を有する。このた
め、Ｃｏ基合金は、従来からタービン静翼、燃焼器部材、摩擦攪拌接合用工具などに適用
されてきた。
【０００３】
　このようなＣｏ基合金に関し、例えば特許文献１のＣｏ基合金が知られている。具体的
に、特許文献１には、ｆｃｃ構造を有するＣｏ主体のマトリックス相（γ相）と、原子比
でＣｏ３（Ａｌ，Ｗ）のＬ１２構造を有するｆｃｃ構造の金属間化合物からなり、マトリ
ックス相の粒内に析出する析出相（γ’相）と、を有するＣｏ基合金が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】



(3) JP 6952237 B2 2021.10.20

10

20

30

40

50

【０００４】
【特許文献１】特許第４９９６４６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１のＣｏ基合金では、析出相（γ’相）の粒径が５０ｎｍ～１μｍであり、か
つγ’相の析出量が４０～８５体積％となるように設定されている。そして、同文献の各
図（特に図２、図３）には、粒径が１μｍ以下の立方体形状を有するγ’相の粒子が、マ
トリックス相（γ相）に析出していることが見受けられる。また、同文献には、時効処理
で析出した析出相（γ’相）の平均粒径が１５０ｎｍ以下となるとの記載もある（同文献
の段落０００６参照）。
【０００６】
　しかしながら、特許文献１の各図を参照しても、粒径が５０ｎｍ未満となるγ’相がほ
とんど析出していないことが把握される。更に、γ’相の粒子同士の距離が１００ｎｍよ
り大きい箇所が存在している。すなわち、上記Ｃｏ基合金では、極限まで微細化されたγ
’相がマトリックス相（γ相）に対して多数析出し、分散（一様に配置）していなかった
。このため、上記Ｃｏ基合金材では、粒径が５０ｎｍ未満となるように極限まで微細化さ
れたγ’相に基づく析出強化の作用が得られにくく、その結果として当該作用による機械
的特性（特に引張強さおよび耐力）が不十分となっていた。
【０００７】
　本開示は斯かる点に鑑みてなされたものであり、その目的は、Ｃｏ基合金構造体におけ
る機械的特性を高めることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の目的を達成するために、第１の開示は、質量比でＡｌ：０．１～１０％、Ｗ：３
．０～４５％で両者の合計が５０％未満であって、残部が不可避的不純物を除きＣｏの組
成を有するＣｏ基合金構造体である。Ｃｏ基合金構造体は、ｆｃｃ構造を有するＣｏ主体
のマトリックス相（γ相）と、原子比でＣｏ３（Ａｌ，Ｗ）又は〔（Ｃｏ，Ｘ）３（Ａｌ
，Ｗ，Ｚ）〕のＬ１２構造を有するｆｃｃ構造の金属間化合物からなり、マトリックス相
において分散した状態で析出する析出相（γ’相）と、を有する。そして、析出相（γ’
相）は、粒径が１０ｎｍ～１μｍであり、析出相（γ’相）の粒子が一様に配置して析出
しており、かつ析出量が４０～８５体積％となるように構成されている。
【０００９】
　この第１の開示では、マトリックス相（γ相）において分散した状態で析出する析出相
（γ’相）の粒径が１０ｎｍ～１μｍであり、かつγ’相の析出量が４０～８５体積％と
なるように構成されている。かかる構成では、極限まで微細化された粒子径を含むγ’相
が、マトリックス相（γ相）に対して多数析出し、分散した状態となる。その結果、Ｃｏ
基合金構造体の組織内では、マトリックス相（γ相）と多数のγ’相との界面における総
表面積が相対的に増加しかつγ’相の粒子同士の距離が相対的に縮まるようになる。すな
わち、マトリックス相（γ相）において極限まで微細化された粒子を含むγ’相が一様に
析出強化された状態となる。そして、当該析出強化により特に高温における機械的特性が
向上する。したがって、第１の開示では、Ｃｏ基合金構造体の機械的特性を高めることが
できる。
【００１０】
　第２の開示は、第１の開示において、析出相（γ’相）の粒径は、１０ｎｍ以上であり
かつ５０ｎｍよりも小さい範囲である。
【００１１】
　この第２の開示では、微細化されたγ’相がマトリックス相（γ相）に対して多数析出
し、分散した状態となることにより、γ’相による析出強化の作用が強化され、Ｃｏ基合
金構造体の機械的特性をより一層高めることができる。
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【００１２】
　第３の開示は、第１または第２の開示において、Ｃｏ基合金構造体は、粉末からなる積
層造形体として構成されている。
【００１３】
　この第３の開示において、粉末からなる積層造形体の粒界および／または粒内には、Ｗ
化合物などの析出物が、マトリックス相（γ相）において微細な状態で析出しかつ一様に
分散した状態となる。さらに、マトリックス相（γ相）において、上記析出物の周囲には
、多数の微細なγ’相が分散された状態となる。このように、粉末からなる積層造形体と
して構成されたＣｏ基合金構造体では、上記析出物と、多数の微細なγ’相との双方の析
出強化による作用が生じる。その結果、第３の開示では、Ｃｏ基合金構造体の機械的特性
をより一層高めることができる。
【００１４】
　第４の開示は、第１または第２の開示において、Ｃｏ基合金構造体は、粉末からなる粉
末ＨＩＰ鍛造体として構成されている。
【００１５】
　この第４の開示では、Ｃｏ基合金構造体の機械的特性を高めることができる。
【００１６】
　第５の開示は、第３または第４の開示において、粉末は、質量比でＡｌ：２～５％、Ｗ
：１７～２５％、Ｃ：０．０５～０．１５％、Ｎｉ：２０～３５％、Ｃｒ：６～１０％、
Ｔａ：３～８％であって、残部が不可避的不純物を除きＣｏの組成を有する。
【００１７】
　この第５の開示において、上記組成を有する粉末からなる積層造形体であれば、析出相
（γ’相）の粒径を微細化することが可能となる。その結果、Ｃｏ基合金構造体の機械的
特性をより一層高めることができる。
【００１８】
　第６の開示は、第１または第２の開示において、Ｃｏ基合金構造体は、鍛造体として構
成されている。
【００１９】
　この第６の開示では、Ｃｏ基合金構造体の機械的特性を高めることができる。
【００２０】
　第７の開示は、第１または第２の開示のＣｏ基合金構造体の製造方法であって、Ｃｏ基
合金構造体の前駆体に対して溶体化処理を施す溶体化処理工程と、溶体化処理を施したＣ
ｏ基合金構造体の前駆体に対して時効処理を施す時効処理工程と、を有する。時効処理工
程は、第１の時効処理工程と、第１の時効処理工程の後に実施される第２の時効処理工程
と、を含む。そして、第２の時効処理工程の時効温度は、第１の時効処理工程の時効温度
よりも高くなるように設定されている。
【００２１】
　この第７の開示において、時効処理工程では、第１の時効処理工程の後に実施される第
２の時効処理工程の時効温度が、第１の時効処理工程の時効温度よりも高くなるように設
定される。かかる設定により、Ｃｏ基合金構造体の組織内においてγ’相の粒径を極限ま
で微細化することが可能となる。さらに、Ｃｏ基合金構造体の組織内においてミクロ偏析
が生じにくくなり、マトリックス相（γ相）においてγ’相が均一に分散されるようにな
る。その結果、γ’相による析出強化の作用が強化され、Ｃｏ基合金構造体の機械的特性
をより一層高めることができる。
【００２２】
　第８の開示は、第７の開示のＣｏ基合金構造体の製造方法において、溶体化処理の温度
は１１００℃以上であり、第１の時効処理工程の時効温度は５００～７００℃であり、第
２の時効処理工程の時効温度は６００～８００℃である。
【００２３】
　この第８の開示では、上記第７の開示と同様の作用効果を得ることができる。
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【００２４】
　第９の開示は、第７または第８の開示のＣｏ基合金構造体の製造方法において、Ｃｏ基
合金構造体の前駆体は、積層造形法により製造される。
【００２５】
　第９の開示では、Ｃｏ基合金構造体の機械的特性をより一層高めることができる。
【００２６】
　第１０の開示は、第７または第８の開示のＣｏ基合金構造体の製造方法において、Ｃｏ
基合金構造体の前駆体は、鍛造法により製造される。
【００２７】
　この第１０の開示では、Ｃｏ基合金構造体の機械的特性を高めることができる。
【００２８】
　第１１の開示は、第７または第８の開示のＣｏ基合金構造体の製造方法において、Ｃｏ
基合金構造体の前駆体は、粉末ＨＩＰ鍛造法により製造される。
【００２９】
　この第１１の開示では、Ｃｏ基合金構造体の機械的特性を高めることができる。
【発明の効果】
【００３０】
　本開示によると、Ｃｏ基合金構造体の機械的特性を高めることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】図１は、積層造形体からなるＣｏ基合金構造体の製造方法の工程例を示すフロー
図である。
【図２】図２は、積層造形体からなるＣｏ基合金構造体の組織状態を概略的に示した概略
図である。
【図３】図３は、図２のIII部を拡大して示した部分拡大図である。
【図４】図４は、実施形態の変形例１に係るＣｏ基合金構造体の製造方法の工程例を示す
フロー図である。
【図５】図５は、実施形態の変形例１に係るＣｏ基合金構造体の製造方法の工程例を示す
フロー図である。
【図６】図６は、サンプルＡの組織状態を示した電子顕微鏡写真である。
【図７】図７は、サンプルＢの組織状態を示した電子顕微鏡写真である。
【図８】図８は、サンプルＡおよびサンプルＢにおける温度（℃）と、引張強さ（ＭＰａ
）および０．２％耐力（ＭＰａ）との関係を示したグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　以下、本開示の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。以下の実施形態の説明は、
本質的に例示に過ぎず、本開示、その適用物或いはその用途を制限することを意図するも
のではない。
【００３３】
　［Ｃｏ基合金構造体の基本的性質］
　Ｃｏ基合金は、一般的に利用されているＮｉ基合金に比較して融点が５０～１００℃程
度高く、置換型元素の拡散係数がＮｉ基よりも小さい。このため、Ｃｏ基合金では、高温
での使用中に生じる組織変化が少ない。また、Ｃｏ基合金は、Ｎｉ基合金と比較して延性
に富んでいる。このため、Ｃｏ基合金は、鍛造，圧延，プレス等の塑性加工が容易となる
。したがって、Ｃｏ基合金は、Ｎｉ基合金よりも広い用途の展開が期待されている。
【００３４】
　従来から強化相に使用されてきたＣｏ３ＴｉまたはＣｏ３Ｔａのγ’相は、マトリック
ス相（γ相）に対する格子定数のミスマッチが１％以上であり、耐クリープ性の面から不
利である。これに対し、本開示の実施形態において強化相に使用される金属間化合物〔Ｃ
ｏ３（Ａｌ，Ｗ）〕は、マトリックス相（γ相）とのミスマッチが大きくても０．５％程
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度であり、γ’相により析出強化されたＮｉ基合金を凌駕する組織安定性を呈する。
【００３５】
　更に、Ｃｏ基合金は、Ｎｉ基合金の２００ＧＰａと比較して、２２０～２３０ＧＰａと
１割以上大きな弾性率を示す。このため、ゼンマイ，バネ，ワイヤ，ベルト，ケーブルガ
イド等、高強度，高弾性が必要な用途にも使用可能である。また、Ｃｏ基合金は、硬質で
ありかつ耐磨耗性，耐食性に優れていることから、肉盛り材としても使用可能である。
【００３６】
　［Ｃｏ基合金構造体の基本組成］
　本開示の実施形態に係るＣｏ基合金構造体では、Ｌ１２型金属間化合物〔Ｃｏ３（Ａｌ
，Ｗ）〕又は〔（Ｃｏ，Ｘ）３（Ａｌ，Ｗ，Ｚ）〕を適量分散させるため、成分および組
成を特定している。Ｃｏ基合金構造体の基本組成は、質量比でＡｌ：０．１～１０％，Ｗ
：３．０～４５％であり、残部が不可避的不純物を除きコバルト（Ｃｏ）の組成を有して
いる。
【００３７】
　アルミニウム（Ａｌ）は、γ’相の主要な構成元素である。Ａｌは、耐酸化性の向上に
も寄与する。Ａｌの含有量が０．１％未満では、γ’相が析出せず、或いは析出しても高
温強度に寄与しない。しかし、Ａｌを過剰に添加すると、脆弱で硬質な相の生成を助長す
る。したがって、Ａｌの含有量は、０．１～１０％の範囲に設定される。Ａｌ含有量の好
ましい下限は０．５％である。Ａｌ含有量の好ましい上限は５．０％である。
【００３８】
　タングステン（Ｗ）は、γ’相の主要な構成元素である。Ｗは、マトリックスを固溶強
化する作用を有する。Ｗの含有量が３．０％未満では、γ’相が析出せず、或いは析出し
ても高温強度に寄与しない。一方、Ｗの含有量が４５％を超えると、有害相の生成を助長
する。したがって、Ｗの含有量は、３．０～４５％の範囲に設定される。Ｗ含有量の好ま
しい上限は３０％である。Ｗ含有量の好ましい下限は４．５％である。
【００３９】
　［グループ（Ｉ）およびグループ（ＩＩ）］
　Ｃｏ－Ｗ－Ａｌの基本成分系では、グループ（Ｉ）およびグループ（ＩＩ）の少なくと
もいずれか一方から選ばれた一種又は二種以上の合金成分（選択元素）が必要に応じて添
加される。グループ（Ｉ）から選ばれた複数の合金成分を添加する場合には、添加量の合
計を０．００１～２．０％の範囲で選択する。また、グループ（ＩＩ）から選ばれた複数
の合金成分を添加する場合には、添加量の合計を０．１～５０％の範囲で選定する。
【００４０】
　グループ（Ｉ）は、Ｂ，Ｃ，Ｙ，Ｌａ，ミッシュメタルからなるグループである。
【００４１】
　ホウ素（Ｂ）は、結晶粒界に偏析して粒界を強化する合金成分である。Ｂは、高温強度
の向上に寄与する。Ｂの添加効果は、０．００１％以上で顕著になる。しかし、Ｂを過剰
に添加すると、加工性が損なわれる。したがって、Ｂの添加量の上限は、１．０％に設定
される。Ｂ添加量の好ましい上限は０．５％である。
【００４２】
　炭素（Ｃ）は、Ｂと同様に、粒界強化に有効である。また、Ｃは、炭化物となって析出
し、高温強度を向上させる。このような効果は、Ｃの添加量が０．００１％以上のときに
得られる。しかし、Ｃを過剰に添加すると、加工性および／または靭性が損なわれる。し
たがって、Ｃの添加量の上限は、２．０％に設定される。Ｃ添加量の好ましい上限は１．
０％である。
【００４３】
　イットリウム（Ｙ），ランタン（Ｌａ），およびミッシュメタルは、いずれも耐酸化性
の向上に有効な成分である。特に、Ｙ，Ｌａ，およびミッシュメタルは、いずれも添加量
が０．０１％以上であるときに耐酸化性が発揮される。しかし、Ｙ，Ｌａ，およびミッシ
ュメタルの各々を過剰に添加すると、組織安定性に悪影響を及ぼしうる。したがって、Ｙ
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，Ｌａ，およびミッシュメタルの各々の添加量の上限は、１．０％に設定される。Ｙ，Ｌ
ａ，およびミッシュメタルの各々の添加量の好ましい上限は０．５％である。
【００４４】
　グループ（ＩＩ）は、Ｎｉ，Ｃｒ，Ｔｉ，Ｆｅ，Ｖ，Ｎｂ，Ｔａ，Ｍｏ，Ｚｒ，Ｈｆ，
Ｉｒ，Ｒｅ，Ｒｕからなるグループである。
【００４５】
　グループ（ＩＩ）の合金成分は、分配係数の大きな元素ほどγ’相の安定化に効果的で
ある。分配係数Ｋｘ

γ’／γは、Ｋｘ
γ’／γ＝Ｃｘ

γ’／Ｃｘγ〔ただし、Ｃｘ
γ’：

γ’相のｘ元素濃度（原子％），Ｃｘ
γ：マトリックス（γ）相のｘ元素濃度（原子％）

〕と表される。当該式（Ｋｘ
γ’／γ＝Ｃｘ

γ’／Ｃｘγ）は、マトリックス相（γ相）
に含まれる所定元素に対するγ’相に含まれる所定元素の濃度比を示す。分配係数≧１は
、γ’相の安定化元素である。分配係数＜１は、マトリックス相（γ相）の安定化元素で
ある。チタン（Ｔｉ），バナジウム（Ｖ），ニオブ（Ｎｂ），タンタル（Ｔａ），モリブ
デン（Ｍｏ）は、γ’相を安定化させるための元素である。特に、Ｔａでは、γ’相を安
定化させるための効果が他の元素よりも発現しやすい。
【００４６】
　ニッケル（Ｎｉ）は、Ｌ１２型金属間化合物のＣｏと置換し、耐熱性および／または耐
食性を改善する成分である。Ｎｉの添加量が１．０％以上であれば、添加による効果（耐
熱性および／または耐食性）がみられる。しかし、Ｎｉを過剰に添加すると、有害な化合
物相が生成される。したがって、Ｎｉの添加量の上限は、５０％に設定される。Ｎｉ添加
量の好ましい上限は４０％である。また、Ｎｉは、ＡｌおよびＷの各々と置換し、γ’相
の安定度を向上させる。その結果、より高温までγ’相の安定した存在を可能にする。
【００４７】
　イリジウム（Ｉｒ）は、Ｌ１２型金属間化合物のＣｏと置換し、耐熱性および／または
耐食性を改善する成分である。Ｉｒの添加量が１．０％以上であれば、添加による効果が
みられる。しかし、Ｉｒを過剰に添加すると、有害な化合物相が生成される。したがって
、Ｉｒの添加量の上限は、５０％に設定される。Ｉｒ添加量の好ましい上限は４０％であ
る。
【００４８】
　鉄（Ｆｅ）は、Ｃｏと置換し、加工性を改善する作用がある。当該作用は、Ｆｅの添加
量が１．０％以上のときに顕著となる。しかし、例えばＦｅの添加量が１０％を超える場
合のように、Ｆｅを過剰に添加すると、高温域における組織の不安定化をもたらす原因と
なる。したがって、Ｆｅの添加量の上限は、１０％に設定される。Ｆｅ添加量の好ましい
上限は５．０％である。
【００４９】
　クロム（Ｃｒ）は、Ｃｏ基合金構造体の表面に緻密な酸化皮膜を生成し、耐酸化性を向
上させる合金成分である。また、Ｃｒは、高温強度および／または耐食性の改善に寄与す
る。このような効果は、Ｃｒの添加量が１．０％以上のときに顕著となる。しかし、Ｃｒ
を過剰に添加すると、加工性が劣化する原因となる。したがって、Ｃｒの添加量の上限は
、２０％に設定される。Ｃｒ添加量の好ましい上限は１５％である。
【００５０】
　モリブデン（Ｍｏ）は、γ’相の安定化およびマトリックスの固溶強化に有効な合金成
分である。特に、Ｍｏの含有量が１．０％以上であるときに、Ｍｏの添加効果がみられる
。しかし、Ｍｏを過剰に添加すると、加工性が劣化する原因となる。このため、Ｍｏの含
有量の上限は、１５％に設定される。Ｍｏ含有量の好ましい上限は１０％である。
【００５１】
　レニウム（Ｒｅ）およびルテニウム（Ｒｕ）は、耐酸化性の向上に有効な合金成分であ
る。ＲｅおよびＲｕは、いずれも０．５％以上で添加効果が顕著となる。しかし、Ｒｅ，
Ｒｕの各々を過剰に添加すると、有害相の生成が誘発する。したがって、Ｒｅ，Ｒｕの添
加量の上限は、いずれも１０％に設定される。Ｒｅ添加量およびＲｕ添加量の好ましい上
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限は、いずれも５．０％である。
【００５２】
　チタン（Ｔｉ），ニオブ（Ｎｂ），ジルコニウム（Ｚｒ），バナジウム（Ｖ），タンタ
ル（Ｔａ），ハフニウム（Ｈｆ）は、いずれもγ’相の安定化および／または高温強度の
向上に有効な合金成分である。特に、Ｔｉ：０．５％以上，Ｎｂ：１．０％以上，Ｚｒ：
１．０％以上，Ｖ：０．５％以上，Ｔａ：１．０％以上，Ｈｆ：１．０％以上であるとき
に、添加効果が得られる。しかし、Ｔｉ，Ｎｂ，Ｚｒ，Ｖ，Ｔａ，Ｈｆの各々を過剰に添
加すると、有害相の生成および／または融点降下の原因となる。したがって、Ｔｉ，Ｎｂ
，Ｚｒ，Ｖ，Ｔａ，Ｈｆの各々の添加量の上限は、Ｔｉ：１０％，Ｎｂ：２０％，Ｚｒ：
１０％，Ｖ：１０％，Ｔａ：２０％，Ｈｆ：１０％に設定される。
【００５３】
　［γ’相の粒径］
　Ｌ１２型の金属間化合物〔Ｃｏ３（Ａｌ，Ｗ）〕又は〔（Ｃｏ，Ｘ）３（Ａｌ，Ｗ，Ｚ
）〕は、析出相（γ’相）の粒径が１０ｎｍ～１μｍ（１０００ｎｍ）の粒子となるよう
に構成されている。１μｍを超える粒径では、強度，硬さ等の機械的特性が劣化してしま
う。γ’相の好ましい粒径は、１０ｎｍ以上でありかつ５０ｎｍよりも小さい範囲である
。
【００５４】
　［γ’相の析出量］
　Ｌ１２型の金属間化合物〔Ｃｏ３（Ａｌ，Ｗ）〕又は〔（Ｃｏ，Ｘ）３（Ａｌ，Ｗ，Ｚ
）〕は、析出相（γ’相）の析出量が４０～８５体積％となるように構成されている。当
該析出量が４０％未満では析出強化による作用が不十分となる。一方、当該析出量が８５
％を超えてしまうと、Ｃｏ基合金構造体において延性劣化が生じるおそれがある。
【００５５】
　［積層造形体］
　Ｃｏ基合金構造体は、例えば、粉末からなる積層造形体として構成されている。積層造
形体は、積層造形法（Ａｄｄｉｔｉｖｅ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ、ＡＭ法）により
形成される。積層造形法は、ガスアトマイズ法などにより作製した粉末を、レーザなどを
熱源とした３Ｄプリンタを用いて選択的に溶融および凝固することにより積層造形体を成
形する方法である。
【００５６】
　積層造形体の原材料としては、質量比でＡｌ：２～５％、Ｗ：１７～２５％、Ｃ：０．
０５～０．１５％、Ｎｉ：２０～３５％、Ｃｒ：６～１０％、Ｔａ：３～８％であって、
残部が不可避的不純物を除きＣｏの組成を有する粉末（以下「原料粉末」という）を用い
るのが好ましい。この原料粉末を用いて後述の製造方法を実施することにより、上記原料
粉末と同様の組成を有する積層造形体が得られる。
【００５７】
　［積層造形体からなるＣｏ基合金構造体の製造方法］
　次に、積層造形体からなるＣｏ基合金構造体の製造方法の一例を図１に示す。当該製造
方法は、主な工程として、粉末作製工程Ｓ１と、選択的レーザ溶融工程Ｓ２と、溶体化処
理工程Ｓ３と、時効処理工程Ｓ４と、を有する。以下、各工程について説明する。
【００５８】
　［粉末作製工程］
　粉末作製工程Ｓ１は、Ｃｏ基合金構造体の原材料となる粉末を作製する工程である。当
該粉末は、例えば上記原料粉末のような所定の化学組成を有する。
【００５９】
　当該粉末を作製する方法としては、例えばガスアトマイズ法が用いられる。具体的には
、ガスアトマイズ装置を用いて、高周波誘導加熱を行うことにより真空排気後の不活性ガ
ス雰囲気中または大気中において試料の溶解を行う。その後、高圧のガス（ヘリウム、ア
ルゴン、窒素などのガス）を当該試料に対して吹きつけることにより、数十μｍ程度の球
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状の粉末を作製する。
【００６０】
　粉末の粒径は、次工程の選択的レーザ溶融工程（Ｓ２）におけるハンドリング性や合金
粉末床の充填性の観点から、５μｍ以上１００μｍ以下が好ましい。粉末の粒径が５μｍ
未満になると、次工程Ｓ２において合金粉末の流動性が低下し（合金粉末床の形成性が低
下し）、積層造形体の形状精度が低下する要因となる。一方、粉末の粒径が１００μｍ超
になると、次工程Ｓ２において合金粉末床の局所溶融および急冷凝固の制御が難しくなり
、粉末の溶融が不十分になり、あるいは積層造形体の表面粗さが増加する要因となる。そ
して、粉末の粒径は、1０μｍ以上７０μｍ以下がより好ましく、１０μｍ以上５０μｍ
以下が更に好ましい。
【００６１】
　［選択的レーザ溶融工程］
　選択的レーザ溶融工程Ｓ２は、粉末作製工程Ｓ１により作製された粉末を用いて選択的
レーザ溶融（ＳＬＭ）法により所望形状の積層造形体を形成する工程である。
【００６２】
　図１に示すように、工程Ｓ２は、粉末作製工程Ｓ１により作製された粉末を敷き詰めて
所定厚さの合金粉末床を用意する合金粉末床用意素工程（Ｓ２１）と、合金粉末床の所定
の領域にレーザ光を照射して該領域の粉末を局所溶融および急冷凝固させるレーザ溶融凝
固素工程（Ｓ２２）と、を含む。合金粉末床用意素工程（Ｓ２１）とレーザ溶融凝固素工
程（Ｓ２２）とを繰り返し実施することにより、積層造形体（すなわち、Ｃｏ基合金構造
体の前駆体）が形成される。
【００６３】
　選択的レーザ溶融工程Ｓ２では、最終的な積層造形体として望ましい微細組織を得るた
めに、積層造形体の微細組織を制御する。すなわち、積層造形体の微細組織を制御するた
めに、粉末床の局所溶融および急冷凝固を制御する。
【００６４】
　［溶体化処理工程］
　溶体化処理工程Ｓ３は、選択的レーザ溶融工程Ｓ２により得られた積層造形体（Ｃｏ基
合金構造体の前駆体）に対して溶体化処理を施す工程である。溶体化処理の温度条件とし
ては、１１００℃以上１２００℃以下の範囲に設定される。溶体化処理の好ましい温度は
１１６０℃である。また、溶体化処理の保持時間は、０．５時間以上１０時間以下に設定
されるのが好ましい。なお、熱処理後の冷却方法としては、特に限定されず、例えば水冷
、油冷、空冷、炉冷のいずれかの方法を実施すればよい。
【００６５】
　溶体化処理工程Ｓ３により、選択的レーザ溶融工程Ｓ２により得られた積層造形体（Ｃ
ｏ基合金構造体の前駆体）の内部において、母相結晶粒の再結晶が生じ、急冷凝固の際に
生じた積層造形体の内部ひずみが緩和される。また、再結晶により、母相結晶粒の平均結
晶粒径を２０μｍ以上１４５μｍ以下の範囲に粗大化制御することが好ましい。該平均結
晶粒径が２０μｍ未満または１４５μｍ超であると、最終的なＣｏ基合金構造体として十
分なクリープ特性が得られない。
【００６６】
　［時効処理工程］
　時効処理工程Ｓ４は、溶体化処理工程Ｓ３により溶体化処理を施した積層造形体（Ｃｏ
基合金構造体の前駆体）に対して時効処理を施す工程である。具体的に、時効処理工程Ｓ
４は、第１の時効処理工程Ｓ４１と、第２の時効処理工程Ｓ４２と、を含む。
【００６７】
　第１の時効処理工程Ｓ４１は、溶体化処理工程Ｓ３を経た後に実施される。第１の時効
処理工程Ｓ４１における時効温度の条件としては、５００℃以上７００℃以下の範囲に設
定されるのが好ましい。第１の時効処理工程Ｓ４１の保持時間は、０．５時間以上３０時
間以下に設定されるのが好ましい。
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【００６８】
　第２の時効処理工程Ｓ４２は、第１の時効処理工程Ｓ４１を経た後に実施される。第２
の時効処理工程Ｓ４２の時効温度は、第１の時効処理工程Ｓ４１の時効温度よりも高くな
るように設定される。具体的に、第２の時効処理工程Ｓ４２における時効温度の条件とし
ては、６００℃以上８００℃以下の範囲に設定されるのが好ましい。第２の時効処理工程
Ｓ４２の保持時間は、０．５時間以上２０時間以下に設定されるのが好ましい。
【００６９】
　第１および第２の時効処理工程Ｓ４１，Ｓ４２の冷却方法としては、特に限定されず、
例えば水冷、油冷、空冷、炉冷のいずれかの方法を実施すればよい。
【００７０】
　なお、図示しないが、溶体化処理工程Ｓ３または時効処理工程Ｓ４によって得られた積
層造形体に対し、必要に応じて、耐食性被覆層を形成してもよい。または、溶体化処理工
程Ｓ３または時効処理工程Ｓ４によって得られた積層造形体に対して表面仕上げを施して
もよい。
【００７１】
　［実施形態の作用効果］
　以上のように、Ｃｏ基合金構造体では、マトリックス相（γ相）において分散した状態
で析出する析出相（γ’相）の粒径が１０ｎｍ～１μｍであり、かつ析出相（γ’相）の
析出量が４０～８５体積％となるように構成されている。かかる構成では、極限まで微細
化された粒子径を含むγ’相が、マトリックス相（γ相）に対して多数析出し、分散した
状態となる。その結果、Ｃｏ基合金構造体の組織内では、マトリックス相（γ相）と多数
のγ’相との界面における総表面積が相対的に増加しかつγ’相の粒子同士の距離が相対
的に縮まるようになる（１００ｎｍよりも小さくなる）。すなわち、マトリックス相（γ
相）において極限まで微細化された粒子を含むγ’相が一様に析出強化された状態となる
。そして、当該析出強化により特に高温における機械的特性（特に引張強さおよび耐力（
０．２％耐力））が向上する。したがって、本開示の実施形態に係るＣｏ基合金構造体で
は、上記析出強化の作用による機械的特性を高めることができる。なお、本開示の実施形
態において、「分散した状態」とは、複数のγ’相が、マトリックス相（γ相）内におい
て一様に配置された状態をいう。
【００７２】
　また、γ’相の粒径は、１０ｎｍ以上でありかつ５０ｎｍよりも小さい範囲となるのが
好ましい。このように微細化されたγ’相がマトリックス相（γ相）に対して多数析出し
、分散した状態であれば、γ’相による析出強化の作用が強化され、Ｃｏ基合金構造体の
機械的特性をより一層高めることができる。
【００７３】
　また、Ｃｏ基合金構造体は、粉末からなる積層造形体として構成されている。積層造形
法において、特にレーザを熱源とした金属３Ｄプリンタを用いた場合には、積層造形体の
造形時に原材料となる粉末の凝固速度が従来の鋳造などと比較して非常に速くなる。その
結果、積層造形体では微細な凝固組織が形成される。そして、図２および図３に示すよう
に、造形後の積層造形体に対して熱処理（容体化処理および時効処理）を施すことにより
、積層造形体の粒界および／または粒内には、Ｗ化合物が、マトリックス相（γ相）にお
いて微細な状態で析出しかつ一様に分散した状態となる。さらに、マトリックス相（γ相
）において、Ｗ化合物の周囲には、多数の微細な析出相（γ’相）が分散された状態とな
る。このように、粉末からなる積層造形体として構成されたＣｏ基合金構造体では、Ｗ化
合物と、多数の微細な析出相（γ’相）との双方の析出強化による作用を得ることが可能
となる。その結果、本開示の実施形態に係るＣｏ基合金構造体では、機械的特性をより一
層高めることができる。
【００７４】
　なお、図２および図３では、Ｗ化合物が析出した場合の組織状態を示したが、このＷ化
合物ではなく、炭化物相が積層造形体の粒界および／または粒内に析出する場合もある。
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或いは、Ｗ化合物および炭化物相の双方が積層造形体の粒界および／または粒内に析出す
る場合もある。
【００７５】
　また、積層構造体の原材料となる粉末は、質量比でＡｌ：２～５％、Ｗ：１７～２５％
、Ｃ：０．０５～０．１５％、Ｎｉ：２０～３５％、Ｃｒ：６～１０％、Ｔａ：３～８％
であって、残部が不可避的不純物を除きＣｏの組成を有する。このような組成を有する粉
末からなる積層造形体であれば、析出相（γ’相）の粒径を微細化することが可能となる
。その結果、Ｃｏ基合金構造体の機械的特性をより一層高めることができる。
【００７６】
　また、Ｃｏ基合金構造体の製造方法において、時効処理工程では、第１の時効処理工程
の後に実施される第２の時効処理工程の時効温度が、第１の時効処理工程の時効温度より
も高くなるように設定される。具体的に、溶体化処理の温度が１１００℃以上であり、第
１の時効処理工程の時効温度が５００～７００℃であり、第２の時効処理工程の時効温度
が６００～８００℃となるように設定される。これにより、Ｃｏ基合金構造体の組織内に
おいて析出相（γ’相）の粒径を極限まで微細化することが可能となる。さらに、Ｃｏ基
合金構造体の組織内においてミクロ偏析が生じにくくなり、マトリックス相（γ相）にお
いてγ’相が均一に分散されるようになる。その結果、γ’相による析出強化の作用が強
化され、Ｃｏ基合金構造体の機械的特性をより一層高めることができる。
【００７７】
　［実施形態の変形例１］
　上記実施形態では、粉末からなる積層造形体として構成されたＣｏ基合金構造体を説明
したが、この形態に限られない。具体例として、Ｃｏ基合金構造体の前駆体は、積層造形
法により製造された積層造形体に代えて、鍛造法により製造された鍛造体として構成され
ていてもよい。すなわち、Ｃｏ基合金構造体の製造方法として、図１に示した粉末作製工
程（Ｓ１）および選択的レーザ溶融工程（Ｓ２）を、鍛造法による鍛造工程（Ｓ５）に置
き換えた形態（図４参照）を採用してもよい。
【００７８】
　鍛造法において、鋳造直後の組織では比較的粗大な凝固組織が形成されるが、後工程で
ある熱間鍛造により当該組織が均質化されかつ結晶粒が再結晶により微細化される。さら
に、図１で示した溶体化処理工程Ｓ３および時効処理工程Ｓ４を経ることにより、Ｃｏ基
合金構造体の組織内において析出相（γ’相）の粒子がより微細化されかつミクロ偏析が
生じにくくなる。したがって、鍛造体からなるＣｏ基合金構造体であっても、上記実施形
態と同様に、機械的特性を高めることができる。
【００７９】
　［実施形態の変形例２］
　また、Ｃｏ基合金構造体の前駆体は、積層造形法により製造された積層造形体に代えて
、粉末ＨＩＰ鍛造法により製造された粉末ＨＩＰ鍛造体として構成されていてもよい。す
なわち、Ｃｏ基合金構造体の製造方法として、図１に示した選択的レーザ溶融工程（Ｓ２
）を、粉末ＨＩＰ鍛造法によるＨＩＰ処理工程（Ｓ６）に置き換えた形態（図５参照）を
採用してもよい。
【００８０】
　ＨＩＰ処理工程（Ｓ６）は、粉末作製工程（Ｓ１）で作製した粉末を缶に装填し、高温
および静水圧化により焼結する工程である。粉末作製工程（Ｓ１）で作製した粉末の組織
は、例えばガスアトマイズ法により急冷凝固される。これにより、粒界および／または粒
内においてＷ化合物および／または炭化物相などが微細化しかつ分散した状態となる。そ
して、溶体化処理工程（Ｓ３）および時効処理工程（Ｓ４）を経ることにより、Ｃｏ基合
金構造体の組織内においてγ’相の粒子がより微細化されかつミクロ偏析が生じにくくな
る。したがって、粉末ＨＩＰ鍛造体からなるＣｏ基合金構造体であっても、上記実施形態
と同様に、機械的特性を高めることができる。
【００８１】
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　［その他の実施形態］
　図１および図５に示した粉末作製工程（Ｓ１）において、Ｃｏ基合金の原材料である粉
末を作製する方法および手法に特段の限定はない。すなわち、粉末作製工程（Ｓ１）では
、従前の方法および手法を利用することが可能である。例えば、所望の化学組成となるよ
うに原料を混合、溶解、鋳造して母合金塊（マスターインゴット）を作製する母合金塊作
製素工程と、該母合金塊から合金粉末を形成するアトマイズ素工程とを行ってもよい。ま
た、アトマイズ方法にも特段の限定はなく、従前の方法および手法を利用できる。例えば
、上述したガスアトマイズ法に代えて、遠心力アトマイズ法を採用してもよい。
【００８２】
　以上、本開示についての実施形態を説明したが、本開示は上述の実施形態のみに限定さ
れず、本開示の範囲内で種々の変更が可能である。
【実施例】
【００８３】
　以下、下記工程を経て作製されたサンプルＡ（実施例）およびサンプルＢ（比較例）に
より、本発明をさらに具体的に説明する。なお、本発明はこれらの実施例に限定されるも
のではない。
【００８４】
　ここで、サンプルＡは、図１に示した全ての工程を経て作製された積層造形体からなる
Ｃｏ基合金構造体である。サンプルＡは、粒径が５０ｎｍよりも小さい析出相（γ’相）
の粒子を含む（図６参照）。一方、サンプルＢは、図１に示した第２の時効処理工程（Ｓ
４２）以外の全ての工程を経て作製された積層造形体からなるＣｏ基合金構造体である。
サンプルＢは、粒径が約２５０ｎｍとなるγ’相の粒子を含む（図７参照）。
【００８５】
　まず、サンプルＡおよびサンプルＢを作製するために、上記実施形態において説明した
積層造形体の原材料となる粉末（原料粉末）を、図１に示した粉末作製工程（Ｓ１）によ
り作製した。具体的には、所定の原料を混合した後、真空高周波誘導溶解法により溶解お
よび鋳造して母合金塊を作製する母合金塊作製素工程を行った。次に、該母合金塊を再溶
解して、アルゴンガス雰囲気中のガスアトマイズ法により合金粉末を形成するアトマイズ
素工程を行った。次に、得られた粉末に対して、粒径を制御するための合金粉末分級素工
程を行った。
【００８６】
　上記原料粉末を用いて図１に示した選択的レーザ溶融工程（Ｓ２）により積層造形体（
直径８ｍｍ×高さ６０ｍｍ）を作製した。選択的レーザ溶融（ＳＬＭ）の条件は、合金粉
末床の厚さｈを１００μｍとし、レーザ光の出力Ｐを１００Ｗとし、レーザ光の走査速度
Ｓ（ｍｍ/ｓ）を種々変更することによって局所入熱量Ｐ／Ｓ（単位：Ｗ・Ｓ／ｍｍ＝Ｊ
／ｍｍ）を制御した。局所入熱量の制御は、冷却速度の制御に相当する。
【００８７】
　選択的レーザ溶融工程（Ｓ２）により作製した積層造形体（前駆体）に対し、図１に示
した溶体化処理工程（Ｓ３）を実施した。本実験において、溶体化処理の温度は１１６０
℃である。溶体化処理の保持時間は４時間である。
【００８８】
　次に、容体化処理を施した積層造形体（前駆体）に対し、時効処理工程を実施した。具
体的に、サンプルＡでは、図１に示した第１の時効処理工程（Ｓ４１）および第２の時効
処理工程（Ｓ４２）の双方を実施した。一方、サンプルＢでは、図１に示した第１の時効
処理工程（Ｓ４１）のみを実施した。すなわち、サンプルＢでは、図１に示した第２の時
効処理工程（Ｓ４２）を実施していない。
【００８９】
　本実験において、第１の時効処理工程（Ｓ４１）の温度は６５０℃である。第１の時効
処理工程（Ｓ４１）の保持時間は２４時間である。また、第２の時効処理工程（Ｓ４２）
の温度は７６０℃である。第２の時効処理工程の保持時間（Ｓ４２）は１６時間である。
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【００９０】
　図６および図７を参照すると、第１および第２の時効処理工程の双方を実施したサンプ
ルＡでは、第１の時効処理工程のみを実施したサンプルＢと比較して、微細化された多数
の析出相（γ’相）の粒子が、マトリックス相（γ相）において均一に分散した状態で析
出していることがわかる。すなわち、サンプルＡでは、マトリックス相（γ相）において
γ’相が均一に分散した結果、Ｃｏ基合金構造体の組織内においてミクロ偏析が生じない
ようになっている。
【００９１】
　サンプルＡおよびサンプルＢにおいて、温度（℃）の変化に伴う引張強さおよび０．２
％耐力（ＭＰａ）の関係を示したグラフを図８に示す。
【００９２】
　図８によれば、サンプルＡでは、引張強さおよび０．２％耐力の双方の数値が、サンプ
ルＢにおける引張強さおよび０．２％耐力の数値よりも全体的に上回るという結果が得ら
れた。具体的に、サンプルＡの引張強さは、約２０℃から６００℃の範囲において、サン
プルＢの引張強さに対し１００ＭＰａ程度上回っていた。また、サンプルＡの０．２％耐
力は、約２０℃から６００℃の範囲において、サンプルＢの０．２％耐力に対し２０ＭＰ
ａ程度上回っていた。
【００９３】
　以上のように、本実験において、第１の時効処理工程（Ｓ４１）および第２の時効処理
工程（Ｓ４２）を経ることにより極限まで微細化されたγ’相の粒子を有する実施例のサ
ンプルＡでは、第１の時効処理工程（Ｓ４１）のみを行った比較例のサンプルＢに対して
機械的特性（引張強さおよび０．２％耐力）が向上することがわかった。
【産業上の利用可能性】
【００９４】
　本開示は、高温強度、高強度、高弾性などが要求される用途に好適なＣｏ基合金構造体
およびその製造方法として産業上の利用が可能である。
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